
国立大学法人京都大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

　役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。
　月額については、国立大学法人京都大学役員給与規程に則り、俸給(1,199,000円)に都
市手当(119,900円)を加算して算出している。ただし、平成２６年度以前より身分が引き続い
ている役員については、俸給(1,222,000円)に都市手当(122,200円)を加算して算出してい
る。
　期末特別手当についても同規程に則り、期末特別手当基礎額（俸給＋都市手当＋（俸
給＋都市手当）×20/100＋俸給×25/100）に６月に支給する場合においては１００分の１４
７．５、１２月に支給する場合においては１００分の１６７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月
以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額に、業務に対する貢
献度等に応じてその額の１００分の１０の範囲内で増減して得た額としている。
　なお、平成２７年度では、①俸給月額の引き下げ（平均△２．０％）及び引き上げ(平均０．
４％)、②期末特別手当支給率の引き上げ（年間０．０５月分）、③単身赴任手当の支給月
額の引き上げを実施した。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　国立大学法人京都大学の主要事業は教育・研究事業である。
　役員報酬水準を検討するにあたって、国家公務員の給与水準及び法人化移行前の国家公務員指
定職俸給表の俸給月額を参考とした。

　当法人においては、平成１６年度より期末特別手当において役員としての業務に対する貢献度等を
総合的に勘案して、その額の１００分の１０の範囲内で増減できることとしている。

　役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。
　月額については、国立大学法人京都大学役員給与規程に則り、俸給(706,000円～
895,000円)に都市手当(70,600円～89,500円)を加算して算出している。ただし、平成２６年
度以前より身分が引き続いている役員については、俸給(720,000円～912,000円)に都市
手当(72,000円～91,200円)を加算して算出している。
　期末特別手当についても同規程に則り、期末特別手当基礎額（俸給＋都市手当＋（俸
給＋都市手当）×20/100＋俸給×25/100）に６月に支給する場合においては１００分の１４
７．５、１２月に支給する場合においては１００分の１６７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月
以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額に、業務に対する貢
献度等に応じてその額の１００分の１０の範囲内で増減して得た額としている。
　なお、平成２７年度では、①俸給月額の引き下げ（平均△２．０％）及び引き上げ(平均０．
４％)、②期末特別手当支給率の引き上げ（年間０．０５月分）、③単身赴任手当の支給月
額の引き上げを実施した。

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）
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監事

２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

22,173 14,664 6,043 1,466 （都市手当）

千円 千円 千円 千円

16,701 10,944 4,555
1,094

108
（都市手当）
（通勤手当）

*

千円 千円 千円 千円

16,593 10,944 4,555 1,094 （都市手当）

千円 千円 千円 千円

16,811 10,944 4,555
1,094

217
（都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,754 10,944 4,555
1,094

160
（都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,323 5,472 2,133
547
171

（都市手当）
（通勤手当）

9月30日

千円 千円 千円 千円

18,036 10,944 4,767
1,772

552
（都市手当）

（単身赴任手当）
◇

千円 千円 千円 千円

16,617 10,944 4,555
1,094

24
（都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

7,299 4,475 2,377 447 （都市手当） 11月1日

千円 千円 千円 千円

13,287 8,640 3,560
864
222

（都市手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0 3月31日

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注２：「都市手当」とは、地域の民間賃金水準を報酬（給与）に反映するように、物価等を踏まえて支給
　　　しているものである。
注３：「前職」欄の「*」は退職公務員であることを、「※」は独立行政法人等の退職者であることを、
　　　「◇」は役員出向者であることを示す。
注４：Ｂ監事（非常勤）への就任にあたって、本務先から、無報酬を条件とされたため、報酬は支給
　　　していない。

A理事

A監事

就任・退任の状況

　役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。
　月額については、国立大学法人京都大学役員給与規程に則り、俸給(706,000円)に都市
手当(70,600円)を加算して算出している。ただし、平成２６年度以前より身分が引き続いて
いる役員については、俸給(720,000円)に都市手当(72,000円)を加算して算出している。
　期末特別手当についても同規程に則り、期末特別手当基礎額（俸給＋都市手当＋（俸
給＋都市手当）×20/100＋俸給×25/100）に６月に支給する場合においては１００分の１４
７．５、１２月に支給する場合においては１００分の１６７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月
以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額に、業務に対する貢
献度等に応じてその額の１００分の１０の範囲内で増減して得た額としている。
　なお、平成２７年度では、①俸給月額の引き下げ（平均△２．０％）及び引き上げ(平均０．
４％)、②期末特別手当支給率の引き上げ（年間０．０５月分）、③単身赴任手当の支給月
額の引き上げを実施した。

法人の長

役名

E理事

C理事

D理事

G理事

B監事
（非常勤）

B理事

H理事

前職

F理事

その他（内容）
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　国立大学法人京都大学は、1897 年の創立以来築いてきた自由の学風を継承し、発展さ
せつつ、多元的な課題の解決に挑戦し、自由と調和を基礎とする地球社会の共存に広く
貢献するため、学長のリーダーシップの下で以下のような取組を推進している。
　第一に、研究の領域において、世界的に卓越した知の創造を行い、人文学、社会科学及
び自然科学における基礎研究と応用研究の多様な発展と統合を図ること。
　第二に、教育の領域においては、対話を根幹とする自学自習を促し、知の継承と創造的
精神の涵養に努め、豊かな教養・人間性と高い倫理観を有する優れた研究者や高度の専
門能力をもつ人材を養成すること。
　第三に、開かれた大学として、国際交流や地域との連携を深め、自由と調和に基づく知を
通じて社会に対する貢献を行うこと。
　第四に、以上のような使命を果たすために、全学的な調和を図りつつ、社会に対する説
明責任を十分に果たしうる運営に努めること。
　そうした中で、国立大学法人京都大学の学長は、職員数約7,000名の法人の代表として、
その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営と教学の最高責任者
の職務を同時に担っている。
　学長の年間報酬額は、人数規模が3,000人以上である民間企業の役員報酬5,041万円と
比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,249万円と比べてもそれ以
下となっている。
　国立大学法人京都大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸
給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人
化移行前と同等以上であると言える。
　こうした職務内容の特性や民間企業の役員報酬及び事務次官の年間給与額との比較を
踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

　国立大学法人京都大学は、1897 年の創立以来築いてきた自由の学風を継承し、発展さ
せつつ、多元的な課題の解決に挑戦し、自由と調和を基礎とする地球社会の共存に広く
貢献するため、学長のリーダーシップの下で以下のような取組を推進している。
　第一に、研究の領域において、世界的に卓越した知の創造を行い、人文学、社会科学及
び自然科学における基礎研究と応用研究の多様な発展と統合を図ること。
　第二に、教育の領域においては、対話を根幹とする自学自習を促し、知の継承と創造的
精神の涵養に努め、豊かな教養・人間性と高い倫理観を有する優れた研究者や高度の専
門能力をもつ人材を養成すること。
　第三に、開かれた大学として、国際交流や地域との連携を深め、自由と調和に基づく知を
通じて社会に対する貢献を行うこと。
　第四に、以上のような使命を果たすために、全学的な調和を図りつつ、社会に対する説
明責任を十分に果たしうる運営に努めること。
　そうした中で、国立大学法人京都大学の理事は、職員数約7,000名の法人の代表である
学長を補佐して法人の業務を掌理し分担管理しており、その分担業務の責任者としての職
務を担っている。
　理事の年間報酬額は、人数規模が3,000人以上である民間企業の役員報酬5,041万円と
比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,249万円と比べてもそれ以
下となっている。
　こうした職務内容の特性や民間企業の役員報酬及び事務次官の年間給与額との比較を
踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。
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　監事

【文部科学大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成２７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

法人の長 該当者なし

理事 該当者なし

監事 該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

法人の長

理事

監事

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

法人での在職期間

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、民間企業
等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考えられる。

　業績給の仕組みについては、期末特別手当において業務に対する貢献度等に応じてその額の１００
分の１０の範囲内で増減して得た額としており今後も継続の予定である。

該当者なし

　国立大学法人京都大学は、1897 年の創立以来築いてきた自由の学風を継承し、発展さ
せつつ、多元的な課題の解決に挑戦し、自由と調和を基礎とする地球社会の共存に広く
貢献するため、学長のリーダーシップの下で以下のような取組を推進している。
　第一に、研究の領域において、世界的に卓越した知の創造を行い、人文学、社会科学及
び自然科学における基礎研究と応用研究の多様な発展と統合を図ること。
　第二に、教育の領域においては、対話を根幹とする自学自習を促し、知の継承と創造的
精神の涵養に努め、豊かな教養・人間性と高い倫理観を有する優れた研究者や高度の専
門能力をもつ人材を養成すること。
　第三に、開かれた大学として、国際交流や地域との連携を深め、自由と調和に基づく知を
通じて社会に対する貢献を行うこと。
　第四に、以上のような使命を果たすために、全学的な調和を図りつつ、社会に対する説
明責任を十分に果たしうる運営に努めること。
　そうした中で、国立大学法人京都大学の監事は、法人の業務を監査すること、監査結果
に基づき必要あるときは学長又は文部科学大臣へ意見を提出すること、学長又はその他の
代表権を有する役員との利益が相反する事項について国立大学法人等を代表すること、
財務諸表及び決算報告書を監査し監事意見を付することを担っている。
　監事の年間報酬額は、人数規模が3,000人以上である民間企業の役員報酬5,041万円と
比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,249万円と比べてもそれ以
下となっている。
　こうした職務内容の特性や民間企業の役員報酬及び事務次官の年間給与額との比較を
踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

判断理由

該当者なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　国立大学法人京都大学の給与水準を検討するにあたって、国家公務員の給与水準を参考
にした。
　定員（人数）と予算（金額）により人件費管理をしている。
　効率化係数による人件費の削減及び行政改革の重要方針に基づく総人件費改革に対応し
て、定員削減等の雇用調整や戦略的な定員の再配置、事務組織の改革、業務の簡素化・合
理化等事務改革を方針として定めている。

　勤勉手当の支給率の決定、昇給・昇格の実施については、能力・実績を重視した人事給与
制度を行っている。

　国立大学法人京都大学教職員給与規程に則り、俸給月額、俸給の調整額及び諸手当（俸
給の特別調整額、職責調整手当、初任給調整手当、扶養手当、都市手当、広域異動手当、
住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務手当(準ずる手当を含む。)、
超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理教職員特別勤務手当、期末手当、勤
勉手当、期末特別手当、寒冷地手当、入試手当、学位論文調査手当、遠隔地異動・出向手
当、拠点手当、衛生管理手当、特別報奨金、教養・共通教育主幹手当及び産業医手当）とし
ている。
　期末手当については、期末手当基礎額（俸給月額＋俸給の調整額＋職責調整手当＋扶養
手当＋都市手当＋広域異動手当＋遠隔地異動・出向手当）に６月に支給する場合において
は１００分の１２２．５、１２月に支給する場合においては１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日
以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給月額＋俸給の調整額＋職責調整手当＋都市
手当＋広域異動手当＋遠隔地異動・出向手当）に勤勉手当における成績率の判断基準に定
める基準に従って京都大学教職員の勤勉手当支給要領に定める割合を乗じて得た額として
いる。
　なお、平成２７年度では、①俸給月額の一部引き下げ（平均△２．０％）及び一部引き上げ
(平均０．４％)、②都市手当の一部支給地域における支給割合の引き上げ、③広域異動手当
の支給割合の引き上げ、④管理教職員特別勤務手当の支給事例の拡大、⑤産業医手当の
創設、⑥勤勉手当の支給率について、０．１月分の引き上げ、⑦期末特別手当の支給率につ
いて、０．０５月分の引き上げ、⑧単身赴任手当の支給月額の引き上げ、⑨初任給調整手当
の支給月額の引き上げを実施した。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
       （業績給の仕組み及び導入実績を含む。）
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

4,045 44.8 7,642 5,580 121 2,062
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,194 41.8 6,109 4,517 131 1,592
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,206 47.9 9,068 6,573 122 2,495
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

478 39.1 5,514 4,087 86 1,427
人 歳 千円 千円 千円 千円

156 41.1 5,821 4,303 135 1,518
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 42.4 6,654 4,957 113 1,697
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 52.8 5,553 4,149 229 1,404

人 歳 千円 千円 千円 千円

477 35.4 4,832 3,685 71 1,147
人 歳 千円 千円 千円 千円

54 46.0 2,937 2,639 17 298
人 歳 千円 千円 千円 千円

65 62.4 10,161 7,326 177 2,835
人 歳 千円 千円 千円 千円

34 30.7 3,254 3,254 45 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

237 27.8 4,136 3,078 40 1,058
人 歳 千円 千円 千円 千円

84 30.3 4,416 3,351 119 1,065
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：在外職員、任期付職員及び再任用職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。
注３：「指定職種」とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。
注４：「技能・労務職種」とは、特定の技能業務、労務作業に従事する職種を示す。
注５：非常勤職員の「技能・労務職種」及び「教育職種（外国人教師等）」については、該当者が２人以下のため、
　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

区分

専門業務職員

技能・労務職種

うち賞与

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院医師）

平均年齢 うち所定内

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

指定職種

総額

教育職種
（外国人教師等）

指定職種

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

事務・技術

平成２７年度の年間給与額（平均）

常勤職員

人員
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【年俸制適用者】
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 62.1 13,040 9,993 161 3,047
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 62.1 13,040 9,993 161 3,047

人 歳 千円 千円 千円 千円

1,021 42.9 6,268 6,103 11 165
人 歳 千円 千円 千円 千円

162 49.0 4,777 4,777 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

55 64.0 14,000 10,935 195 3,065
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 43.7 9,000 9,000 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

438 41.6 6,996 6,996 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

310 37.1 4,644 4,644 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 46.9 5,957 5,957 0 0

注１：在外職員、任期付職員及び再任用職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。
注２：年俸制適用者については、本学では常勤職員として取り扱っている。

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（外国人教師等）

特定教員

特定研究員

特定専門業務職員

非常勤職員

医療職種
（病院医師）

教育職種
（大学教員）

事務・技術

常勤職員

教育職種
（大学教員）
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注２：年齢２０～２３歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

20 57.3 10,559

71 53.2 8,960

138 50.4 7,227

396 44.7 6,455

234 41.2 5,609

335 31.8 4,254

注１：「部長」には、部長相当職である「次長」を含む。

注２：「課長」には、課長相当職である「室長」及び「事務長」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

798 54.8 10,783

708 46.8 8,829

128 45.0 8,134

569 40.3 6,713

1 - -

2 - -

注１：助手の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

注２：教務職員の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

1 - -

4 54.3 7,545

126 44.4 6,260

347 36.9 5,092

注：看護部長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　 平均年齢及び年間給与額は表示していない。

看護師 6,932 ～ 3,870

看護部長 -

副看護部長 8,100 ～ 7,262

看護師長 7,721 ～ 4,610

教務職員 -

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

講師 9,518 ～ 5,609

助教 8,053 ～ 5,131

助手 -

（最高～最低）
千円

教授 16,376 ～ 7,074  

准教授 10,977 ～ 6,108 

8,141 ～ 5,438

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

12,509 ～ 9,108 部長

10,864 ～ 7,039 

6,952 ～ 4,305

平均年齢
年間給与額

課長補佐

係長 7,724 ～ 4,908

主任

千円

係員

課長

6,145 ～ 3,097

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

分布状況を示すグループ 人員
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

58.0 57.7 57.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.0 42.3 42.2

％ ％ ％

         最高～最低 53.8～33.2 53.5～35.7 53.3～35.1

％ ％ ％

60.7 60.5 60.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.3 39.5 39.4

％ ％ ％

         最高～最低 43.9～33.4 44.2～30.8 44.1～33.6

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

58.4 57.8 58.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.6 42.2 41.9

％ ％ ％

         最高～最低 54.0～34.1 53.0～37.0 51.9～36.9

％ ％ ％

61.0 60.7 60.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.0 39.3 39.2

％ ％ ％

         最高～最低 47.9～33.2 47.0～33.8 47.4～35.1

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

60.3 60.2 60.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.7 39.8 39.8

％ ％ ％

         最高～最低 43.9～35.0 44.2～35.3 44.1～35.6

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は２人のため、当該個人に関する情報が特定される

　　おそれのあることから記載していない。

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　９８．８

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 45.56％】
（国からの財政支出額 80,058百万円、支出予算の総額 175,730百万円：平
成27年度予算）
【累積欠損額 0円(平成26年度決算) 】
【管理職の割合 7.6％（常勤職員数1,194名中91名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 77.3％（常勤職員数1,194名中923名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 23.1％】
（支出総額 169,724百万円、給与・報酬等支給総額 39,218百万円：平成26
年度決算）

職員の給与水準については、引き続き適正な給与水準となるよう配慮して
いきたい。

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　９３．３

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　９４．８
・年齢・地域勘案　　　　　　　　９９．２

項目

【検証結果】
（法人の検証結果）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は４５．５６％となってお
り、累積欠損もないこと、また、上記理由から給与水準は適正であると考えら
れる。

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　　１０７．５
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○医療職員（病院看護師）

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 45.56％】
（国からの財政支出額 80,058百万円、支出予算の総額 175,730百万円：平
成27年度予算）
【累積欠損額 0円(平成26年度決算) 】
【管理職の割合 0.4％（常勤職員数478名中2名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 37.45％（常勤職員数478名中179名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 23.1％】
（支出総額 169,724百万円、給与・報酬等支給総額 39,218百万円：平成26
年度決算）

【検証結果】
（法人の検証結果）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は４５．５６％となってお
り、累積欠損もないこと、また、上記理由から給与水準は適正であると考えら
れる。

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、
　　　平成27年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した
　　　指数である。

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０７．０
内容

なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との
給与水準（年額）の比較指標である。

講ずる措置
職員の給与水準については、引き続き適正な給与水準となるよう配慮して
いきたい。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０３．９
（参考）対他法人　　　　　　　　１０５．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　地域手当が様々な支給割合の国家公務員に対し、本学病院の都市手当
（地域手当）10％と比較していること、平成27年国家公務員給与等実態調
査の「適用俸給表別、性別、最終学歴別人員」の医療職俸給表（三）による
と、最終学歴が大卒4.5%、短大卒88.1%、高校卒7.3%であるのに対し、本学
は修士修了3.3％、大卒34.1%、短大卒62.6%、高校卒0%であり、国と比べて
初任給決定基準学歴が高いこと、また同調査の「適用俸給表別、級別（最
終学歴別）人員」の医療職俸給表（三）によると、１級（准看護師）の構成割
合が8.4%であるのに対し、本学は0％であり、国と比べて著しく1級（准看護
師）職員の構成比が異なること、この三つの主な要因により、対国家公務員
の指数を上回ったと考えられる。

　給与水準の妥当性の
　検証

（文部科学大臣の検証結果）
法人の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていること、法人の給
与制度は国家公務員の制度とおおむね同様であることから、給与水準はお
おむね適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていた
だきたい。

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　１０１．６

対国家公務員
指数の状況

項目

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１０５．７
・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０４．１
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４　モデル給与

事務・技術職員
○２２歳（大卒初任給、独身）

月額 176,700 円 年間給与 2,633,551 円
○３５歳（主任、配偶者・子１人）

月額 313,390 円 年間給与 5,115,124 円
○４５歳（係長、配偶者・子２人）

月額 431,310 円 年間給与 7,110,597 円

教育職員（大学教員）
○２７歳（助教、博士修了初任給、独身）

月額 295,900 円 年間給与 4,406,097 円
○３５歳（助教、配偶者・子１人）

月額 389,840 円 年間給与 6,358,446 円
○４５歳（准教授、配偶者・子２人）

月額 538,120 円 年間給与 8,885,782 円

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　勤勉手当の支給率の決定、昇給・昇格の実施については、能力・実績
を重視した人事給与制度を今後も継続の予定である。
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Ⅲ　総人件費について

平２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

　　　　　に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「（18）役員
　　　　　及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。
　　注２：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

　給与、報酬等支給総額について、前年度比がプラス０．２％となった要因については、年俸制
適用者の人数拡大に伴い、給与に含まれる退職手当相当額が増加していることが考えられる。
　退職手当支給額について、前年度比がマイナス１７．２％となった要因については、支給人員
の減少、特に応募認定退職者の減少があったためと考えられる。
　非常勤役職員等給与について前年度比がプラス３．５％となった要因については、外部資金
による特定有期雇用教職員等の雇用の増加が考えられる。
　福利厚生費について、前年度比がプラス４．１％となった要因については、年俸制適用者の
人数拡大による給与支給額の増加に伴う影響に加え、共済組合の介護掛金率及び長期掛金
率の引上げによることが考えられる。
　結果として、最広義人件費については、前年度比プラス０．８％となった。

74,059,759 74,660,164

福利厚生費

2,941,511

23,993,497

3,553,161

8,434,372

最広義人件費
65,898,963

23,188,801

6,602,190 7,062,368 7,269,882 7,649,521 8,099,870

非常勤役職員等給与
17,983,258 20,019,398 20,827,452 21,375,833

70,213,118 68,481,58970,204,402

39,217,927

退職手当支給額
2,186,274 4,474,999 4,057,281 1,544,208

39,290,784

区　　分

給与、報酬等支給総額
39,127,241 38,647,637 38,058,503 37,912,027

　　注１：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員
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